
第４号議案

基本事業

ふれあい 実施主体

いきいき ・台小区小域NW

サロン ・西小区小域NW

・東小区小域NW

ふれあい スポーツ交流会　2回

はつらつ 茶話会　4回

サロン

ふれあい 毎月3回

子育て ・育児相談

サロン ・仲間づくり

・家庭教育講座

・子どもフェスタ

10月22日（日）

市民会館大ホール

発行回数　　4回

発行部数4000部

フリーマーケット参加

歳末 10月29日(日)

たすけあい 募金活動

交流会　　年4回

策定会議　8回

連携・協働
体制づくり

地区行動
計画策定・
推進

組織体制強化や事務などの支援を
行うことにより、各団体のスムー
ズな運営や、事業目的の共有化が
期待できる。

平成２９年度　事業計画書

ひとり暮らし高齢者や高齢者世帯
などを対象に、ふれあいの場や仲
間づくりの場を提供し、閉じこも
りを防止するとともに健康体操教
室などを通じて、生きがいづくり
や健康の増進を図る。

参加者同士だけではなく、スタッ
フとの出会いから、サロン開催中
だけではない、声掛けなどの日常
的な支え合いに発展し、住民同士
のつながりの恒常化が期待でき
る。

高齢化社会を実感し、今後のまち
づくりの在り方を検討するきっか
けとなることに寄与することがで
きる。

高齢者地域
支え合い

ネットワークと地区社協間の連絡
調整や情報交換、役割や事業のす
み分けなどを行い、連携・協働体
制の確立を図る。

事　業　名 実施予定内容

子育て家庭の保護者と未就学児を
対象に、ふれあいの場や仲間づく
りの場を提供し、育児に関する不
安や悩み、子育てに対する孤立感
の解消を図る。

参加者をお客様にせず、当事者の
主体性を育てることにより、自主
的、自律的な考えを引き出し、親
自身が親として育っていくことが
期待できる。

在宅の心身障害者（児）を対象
に、ふれあいの場や仲間づくりの
場を提供し、閉じこもりを防止す
るとともに、生きがいづくりや社
会参加の促進を図る。

歳末たすけあい運動（生活に困窮
する低所得者世帯などへの歳末見
舞金の配布、小域ネットワークが
実施する地域福祉支援事業）の財
源確保を図る。

目　　　的 期待される効果

イベント的な活動を通して、関係
団体の連携を深めることができ、
地区社協の存在周知へも貢献でき
る。

障害の有無に関わらず、自己のス
タイルに合わせて参加者同士が主
体的に関係性を構築することで、
ノーマライゼーションの基本であ
る「共生」の精神を実感すること
に寄与できる。

広報・啓発

住民に対して地区社協（活動）の
周知や情報提供を行うことで、新
たな担い手づくりや地域の支え合
い・助け合い意識の熟成を図る。

地区社協事業の方向性を広く周知
できるとともに、住民参加のまち
づくりへの意識を啓発することが
でき、共助の精神の熟成が期待で
きる。

75歳以上の敬老者の長寿を祝うと
ともに、敬老会事業を通じ、地域
の絆を深め、ともに支え合う地域
社会づくりの推進を図る。



先駆的・開拓的事業

事　業　名 実施予定 目　　　的 期待される効果

通年

相談事業　通年

ケース会議　9回

検討会議　4回

研修　3回

研修会　8回

人材育成 現場研修　12回

未定

災害支援 国分寺台中学校

ボランティア 9月4日

国分寺台西中学校

独自事業
7月5日
国分寺台小学校
未定

国分寺台東小学校

相談支援

日常生活上の課題やニーズを掘り
起こし、関係機関・団体などと連
携・協働しながら、課題の深刻化
の軽減を図る。

ニーズキャッチの仕組みを構築す
ることで、現在実施中の事業のよ
り良い発展と、今後の事業展開の
方向性がつかめることが期待され
る。

公的制度や民間サービスで補えな
い住民の日常生活上の生活課題を
解決するために、地域住民や関係
者・団体などと連携・協働しなが
ら、新たな支え合い・助け合い活
動の推進を図る。

避難所運営のノウハウを身に付け
た住民が増えることで、大規模災
害発生時の各地区避難所運営が円
滑に行われるようになる事が期待
される。

活動の担い手が増えることで、ボ
ランティアの普及・啓発につなが
り、住民交流の機会も広がること
から、まちづくりへの住民参画意
識を向上させることが期待でき
る。

日常生活支援

地域福祉活動の新たな担い手とな
る人材の発掘や育成に取り組み、
地域福祉活動の向上・推進を図
る。

地域住民同士ならではの、課題解
決に向けた取り組みを実施するこ
とにより、住民同士の共助の意識
を向上させ、誰もがいきいきと暮
らすまちづくりへの参画意識の向
上が期待できる。

外部から講師を招き児童対象の実
践的な危機回避講座を開催し、子
ども自身の能力を高めるととも
に、地域、家庭での防犯意識の向
上を目指す。

子ども自身の危機回避能力を高め
ることにより、犯罪に巻き込まれ
る危険性が低くなることが期待で
きる。子ども防犯

災害時の支え合い・助け合いづく
りに向けて、防災・減災意識の普
及啓発や災害支援ボランティア活
動のための環境づくりに取り組
み、災害時の支援体制づくりの推
進を図る。


